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② 被災地の空港機
能の代替性の確
保の検討
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日付（令和６年１月）

米軍

警察/海保庁

/
民間（ドクターヘリ等）

【能登半島地震のおける救援機の離着陸回数（能登空港、小松基地、小松空港、福井空港、富山空港）】
[航空局データ] 

能登半島地震では、被災地内の「能登空港」の他、被災地外の「小松空港(小松基地）」、「富山空港」、
「福井空港」が、救急・救命活動、緊急物資等輸送活動の拠点空港として救援機を受入れ。
４空港を合計した救援機（ヘリ、輸送機等）の離着陸回数は、2,131回（1月1日から１月27日）であり、日最
大の離着陸回数は、236回（1月2日）。

27日26日25日24日23日22日21日20日19日18日17日16日15日14日13日12日11日10日9日8日7日6日5日4日3日2日1日

605002741737439766902740305049635736753978小松基地(自衛隊）

2000016001308004302128234032172000自衛隊（回転翼）

020000022040000400000000000自衛隊（固定翼）

000000006040000000000000000米軍

830002103220244218011251496011241714256警察/海保庁

1100002702252028404204442341805494637626消防防災/官公庁

1882001872803602330145636206605016521民間（ドクターヘリ等） 2

能登半島地震 救援機の活動実績(1/3)



陸自
67%

海自
1%

空自
32%

陸自

海自

空自

小松基地
756回

警察/海保庁
2%

/
76%

民間(ドクター

ヘリ等）

22%
警察/海保庁

/
民間(ドクターヘリ等）

小松空港
414 回

1%
警察/海保庁

29%

/
23%

民間(ドク

ターヘリ等）

47%

警察/海保庁

/
民間(ドクターヘリ等）

富山空港
465 回

自衛隊（回

転翼）
3%

警察/海保庁
36%

消防防災/官公庁
23%

民間(ドク

ターヘリ等）
38%

自衛隊（回転翼）

警察/海保庁

消防防災/官公庁

民間(ドクターヘリ等）

福井空港
224 回

（自衛隊機の離着陸回数は含まず） 3

能登半島地震 救援機の活動実績(2/3)

35%

9%

1%
米軍
0%

警察/海保庁
13%

/

23%

民間(ドクターヘリ等）
19%

米軍

警察/海保庁

/
民間(ドクターヘリ等）

総離着陸回数
2,131回

63%
5%

米軍

4%
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/
7%
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6%

米軍
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/
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能登空港
272 回

能登・小松・富山・福井空港の機関別利用割合（1/1～1/27）



アグスタ／レオナルドAW139

写真引用：東京消防庁HPより

平均福井富山小松能登

1.562.31.671.320.97飛行時間(h)

〇 能登半島地震 救援機の平均飛行時間（期間１／２～１／４）

〇 能登半島地震 救援機の機材別活動実績（期間１／２～１／４）

AW139型機は、警察・消防の主力機
材であり、能登半島地震の活動実績が
最も多い救援機の代表機種

4

能登半島地震 救援機の活動実績(3/3)

計富山福井小松能登

活動機関

民間
ドクター

ヘリ
海保官公

庁
消防
防災警察

33〇アグスタＡ１０９Ｅ
（Ａ１０９）

39131016〇〇〇アグスタ／レオナルドＡＷ１３９
（Ａ１３９）

33〇レオナルドＡＷ１８９
（Ａ１８９）

99〇ＡＳ３６５Ｎ３
（ＡＳ６５）

66〇〇エアバスＥＣ２２５
（ＥＣ２５）

8125〇エアバスＥＣ１３５
（ＥＣ３５）

99〇エアバスＥＣ１５５Ｂ
（ＥＣ５５）

2121〇エアバスＡＳ３５０
（ＡＳ５０）

182412〇〇〇ベル４１２
（Ｂ４１２）

22〇ベル４２９
（Ｂ４２９）

11524〇〇〇川崎ＢＫ１１７Ｃ
（ＥＣ４５）

1294816605計

タイプⅡ※AW139型機の機材諸元

25ｍ以下16.65ｍ全長

21ｍ以下13.80ｍ全幅

4.5m以下3.04m降着装置の幅

※ タイプⅡは、ヘリポート土木施設設計
資料(航空局)のヘリコプターグループの
「中小型ヘリコプター」の区分に該当
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救援機の活動を考慮した120km圏域 【全国95空港】

航空ネットワークの拠点となる空港

地方管理空港（燃料給油タンクあり）

地方管理空港（燃料給油タンクなし）

滑走路長2000m以上の空港（共用空港含む）

滑走路長2000m未満の空港（共用空港含む）

地震防災対策推進地域等に所在する空港

南海トラフ地震防災対策推進地域

首都直下地震緊急対策区域

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域

120km圏域

凡 例
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120km圏域に位置する空港一覧 (1/2)

燃料給油タンク施設なし

南海
トラフ

首都
直下

日本海溝
千島海溝

南海
トラフ

首都
直下

日本海溝
千島海溝

南海
トラフ

首都
直下

日本海溝
千島海溝

南海
トラフ

首都
直下

日本海溝
千島海溝

稚内空港 利尻空港 佐渡空港 新潟空港 富山空港 鳥取空港
利尻空港 稚内空港 成田国際空港 ○ ○ 名古屋飛行場 ○ 岡山空港 ○

女満別空港 東京国際空港 ○ 小松飛行場 岡南飛行場 ○
旭川空港 調布飛行場 ○ 松本空港 富山空港 隠岐空港
中標津空港 ○ 福島空港 八尾空港 ○ 出雲空港
釧路空港 ○ 百里飛行場 ○ ○ 名古屋飛行場 ○ 隠岐空港
紋別空港 東京国際空港 ○ 福井空港 岡山空港 ○
女満別空港 調布飛行場 ○ 中部国際空港 ○ 美保飛行場
釧路空港 ○ 百里飛行場 ○ ○ 関西国際空港 ○ 広島空港 ○
女満別空港 成田国際空港 ○ ○ 八尾空港 ○ 鳥取空港
中標津空港 ○ 調布飛行場 ○ 神戸空港 ○ 岩国飛行場 ○
帯広空港 ○ 大島空港 ○ ○ 徳島飛行場 ○ 広島空港 ○

帯広空港 釧路空港 ○ 百里飛行場 ○ ○ 但馬飛行場 山口宇部空港 ○
札幌空港 成田国際空港 ○ ○ 大阪国際空港 ○ 鳥取空港
紋別空港 東京国際空港 ○ 八尾空港 ○ 美保飛行場
新千歳空港 大島空港 ○ ○ 神戸空港 ○ 岡南飛行場 ○
旭川空港 新島空港 ○ ○ 南紀白浜空港 ○ 広島空港 ○

新千歳空港 札幌空港 神津島空港 ○ ○ 高松空港 ○ 高松空港 ○
奥尻空港 函館空港 ○ 三宅島空港 ○ ○ 徳島飛行場 ○ 出雲空港

奥尻空港 調布飛行場 ○ 大阪国際空港 ○ 徳島飛行場 ○
青森空港 ○ 東京国際空港 ○ 関西国際空港 ○ 岡山空港 ○
三沢飛行場 ○ 静岡空港 ○ 神戸空港 ○ 広島空港 ○
大館能代空港 大島空港 ○ ○ 中部国際空港 ○ 高松空港 ○
函館空港 ○ 神津島空港 ○ ○ 徳島飛行場 ○ 鳥取空港
青森空港 ○ 三宅島空港 ○ ○ 南紀白浜空港 ○ 美保飛行場
大館能代空港 静岡空港 ○ 大阪国際空港 ○ 徳島飛行場 ○
青森空港 ○ 大島空港 ○ ○ 関西国際空港 ○ 神戸空港
秋田空港 新島空港 ○ ○ 八尾空港 ○ 岡山空港 ○
花巻空港 ○ 三宅島空港 ○ ○ 南紀白浜空港 ○ 岡南飛行場 ○
三沢飛行場 ○ 静岡空港 ○ 徳島飛行場 ○ 岩国飛行場 ○
大館能代空港 大島空港 ○ ○ 但馬飛行場 松山空港 ○
花巻空港 ○ 新島空港 ○ ○ 岡南飛行場 石見空港
庄内空港 神津島空港 ○ ○ 大阪国際空港 ○ 高松空港 ○
秋田空港 八丈島空港 ○ ○ 鳥取空港 出雲空港
大館能代空港 八丈島空港 三宅島空港 ○ ○ 神戸空港 ○ 石見空港
秋田空港 大島空港 ○ ○ 関西国際空港 ○ 岩国飛行場 ○
山形空港 新島空港 ○ ○ 神戸空港 ○ 北九州空港 ○
新潟空港 神津島空港 ○ ○ 徳島飛行場 ○ 福岡空港
山形空港 能登空港 八尾空港 ○ 大分県央飛行場 ○
福島空港 小松飛行場 但馬飛行場 大分空港 ○
庄内空港 福井空港 美保飛行場 広島空港 ○
仙台空港 ○ 松本空港 隠岐空港 石見空港
新潟空港 富山空港 岡山空港 ○ 山口宇部空港 ○
仙台空港 ○ 小松飛行場 岡南飛行場 ○ 松山空港 ○
百里飛行場 ○ ○ 富山空港 出雲空港 大分空港 ○
佐渡空港 福井空港 美保飛行場
庄内空港 能登空港 鳥取空港
山形空港 出雲空港

福島空港

新潟空港
小松飛行場

函館空港

青森空港

三沢飛行場

出雲空港

美保飛行場
福井空港

空港名
120㎞圏内

の空港

地震対策推進地域
空港名

120㎞圏内
の空港

地震対策推進地域
空港名

百里飛行場

神津島空港

三宅島空港

静岡空港

富山空港

能登空港

成田国際空港

東京国際空港

調布飛行場

大島空港

新島空港

空港名
120㎞圏内

の空港

地震対策推進地域

大館能代空港

秋田空港

花巻空港

庄内空港

仙台空港

山形空港

紋別空港

女満別空港

中標津空港

釧路空港

旭川空港

札幌空港

120㎞圏内
の空港

地震対策推進地域

中部国際空港

名古屋飛行場

大阪国際空港

関西国際空港

八尾空港

神戸空港

但馬飛行場

隠岐空港

岩国飛行場

山口宇部空港

広島空港

岡南飛行場

岡山空港

石見空港

南紀白浜空港

鳥取空港
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120km圏域に位置する空港一覧 (2/2)

燃料給油タンク施設なし

南海
トラフ

首都
直下

日本海溝
千島海溝

南海
トラフ

首都
直下

日本海溝
千島海溝

南海
トラフ

首都
直下

日本海溝
千島海溝

南海
トラフ

首都
直下

日本海溝
千島海溝

岡山空港 ○ 福岡空港 山口宇部空港 ○ 那覇空港
岡南飛行場 ○ 佐賀空港 岩国飛行場 ○ 粟国空港
徳島飛行場 ○ 小値賀空港 松山空港 ○ 久米島空港
関西国際空港 ○ 上五島空港 北九州空港 ○ 伊江島空港
広島空港 ○ 壱岐空港 熊本空港 南大東空港 北大東空港 ○
高知空港 ○ 熊本空港 大分県央飛行場 ○ 北大東空港 南大東空港 ○
関西国際空港 ○ 福江空港 福岡空港 与論空港 ○
神戸空港 ○ 天草飛行場 ○ 熊本空港 那覇空港
南紀白浜空港 ○ 小値賀空港 大分空港 ○ 粟国空港
岡山空港 ○ 壱岐空港 山口宇部空港 ○ 久米島空港
岡南飛行場 ○ 長崎空港 福岡空港 慶良間空港 ○
八尾空港 ○ 福江空港 佐賀空港 下地島空港 ○
大阪国際空港 ○ 上五島空港 北九州空港 ○ 新石垣空港
高知空港 ○ 佐賀空港 熊本空港 多良間空港 ○
高松空港 ○ 対馬空港 鹿児島空港 ○ 宮古空港 ○
広島空港 ○ 壱岐空港 天草飛行場 ○ 新石垣空港
岩国飛行場 ○ 小値賀空港 熊本空港 多良間空港 ○
高知空港 ○ 長崎空港 宮崎空港 ○ 宮古空港 ○
大分空港 ○ 上五島空港 種子島空港 屋久島空港 ○ 下地島空港 ○
高松空港 ○ 長崎空港 屋久島空港 種子島空港 ○ 波照間空港
徳島飛行場 ○ 小値賀空港 徳之島空港 ○ 新石垣空港
松山空港 ○ 福江空港 喜界空港 ○ 多良間空港 ○
山口宇部空港 ○ 佐賀空港 奄美空港 ○ 宮古空港 ○
福岡空港 天草飛行場 ○ 徳之島空港 ○ 下地島空港 ○
佐賀空港 壱岐空港 沖永良部空港 ○ 波照間空港
大分空港 ○ 福岡空港 奄美空港 ○ 新石垣空港
壱岐空港 佐賀空港 喜界空港 ○ 多良間空港 ○
熊本空港 長崎空港 与論空港 ○ 与那国空港
大分県央飛行場 ○ 北九州空港 ○ 徳之島空港 ○ 与那国空港 波照間空港
山口宇部空港 ○ 対馬空港 与論空港 ○
北九州空港 ○ 小値賀空港 徳之島空港 ○
佐賀空港 上五島空港 沖永良部空港 ○
長崎空港 福岡空港 伊江島空港
壱岐空港 佐賀空港 粟国空港
大分県央飛行場 ○ 長崎空港 久米島空港
熊本空港 北九州空港 ○ 慶良間空港 ○
大分空港 大分空港 ○ 伊江島空港
北九州空港 ○ 宮崎空港 ○ 那覇空港
福岡空港 鹿児島空港 ○ 久米島空港
長崎空港 天草飛行場 ○ 慶良間空港 ○
壱岐空港 大分県央飛行場 ○ 伊江島空港
小値賀空港 佐賀空港 那覇空港
上五島空港 長崎空港 粟国空港
大分県央飛行場 ○ 上五島空港 伊江島空港
熊本空港 熊本空港 慶良間空港 ○
天草飛行場 ○ 鹿児島空港 ○

下地島空港

多良間空港

新石垣空港

波照間空港

大分県央飛行場

大分空港

慶良間空港

伊江島空港

宮古空港

徳之島空港

喜界空港

奄美空港

鹿児島空港

宮崎空港

熊本空港

天草飛行場

高松空港

徳島飛行場

松山空港

久米島空港

粟国空港

那覇空港

与論空港

沖永良部空港

高知空港

北九州空港

福岡空港

佐賀空港

長崎空港

対馬空港

小値賀空港

福江空港

上五島空港

壱岐空港

空港名空港名
地震対策推進地域

空港名
120㎞圏内

の空港

地震対策推進地域 120㎞圏内
の空港

地震対策推進地域 120㎞圏内
の空港

地震対策推進地域
空港名

120㎞圏内
の空港
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救援機の活動を考慮した120km圏域 【北海道】

航空ネットワークの拠点となる空港

地方管理空港（燃料給油タンクあり）

地方管理空港（燃料給油タンクなし）

滑走路長2000m以上の空港（共用空港含む）

滑走路長2000m未満の空港（共用空港含む）

地震防災対策推進地域等に所在する空港

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域

120km圏域

凡 例
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救援機の活動を考慮した120km圏域 【東北・北陸】

航空ネットワークの拠点となる空港

地方管理空港（燃料給油タンクあり）

地方管理空港（燃料給油タンクなし）

滑走路長2000m以上の空港（共用空港含む）

滑走路長2000m未満の空港（共用空港含む）

地震防災対策推進地域等に所在する空港

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域

120km圏域

凡 例
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救援機の活動を考慮した120km圏域 【関東・関西】

航空ネットワークの拠点となる空港

地方管理空港（燃料給油タンクあり）

地方管理空港（燃料給油タンクなし）

滑走路長2000m以上の空港（共用空港含む）

滑走路長2000m未満の空港（共用空港含む）

地震防災対策推進地域等に所在する空港

南海トラフ地震防災対策推進地域

首都直下地震緊急対策区域

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域

120km圏域

凡 例
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救援機の活動を考慮した120km圏域 【関西・中国・四国】

航空ネットワークの拠点となる空港

地方管理空港（燃料給油タンクあり）

地方管理空港（燃料給油タンクなし）

滑走路長2000m以上の空港（共用空港含む）

滑走路長2000m未満の空港（共用空港含む）

地震防災対策推進地域等に所在する空港

南海トラフ地震防災対策推進地域

120km圏域

凡 例
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救援機の活動を考慮した120km圏域 【九州】

航空ネットワークの拠点となる空港

地方管理空港（燃料給油タンクあり）

地方管理空港（燃料給油タンクなし）

滑走路長2000m以上の空港（共用空港含む）

滑走路長2000m未満の空港（共用空港含む）

地震防災対策推進地域等に所在する空港

南海トラフ地震防災対策推進地域

120km圏域

凡 例
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救援機の活動を考慮した120km圏域 【南西諸島】

航空ネットワークの拠点となる空港

地方管理空港（燃料給油タンクあり）

地方管理空港（燃料給油タンクなし）

滑走路長2000m以上の空港（共用空港含む）

滑走路長2000m未満の空港（共用空港含む）

地震防災対策推進地域等に所在する空港

南海トラフ地震防災対策推進地域

120km圏域

凡 例
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東北新幹線

秋田新幹線

空港

新幹線の近隣に所在する空港

山形新幹線

上越新幹線

北陸新幹線

東海道新幹線

山陽新幹線

九州新幹線

凡 例

北海道新幹線

新幹線と空港の位置関係



東日本大震災

東日本大震災時に就航した臨時便(最大）は 62便/日。
臨時便の機材を中型ジェット機(300席)に仮定すると 18,600人/日。
全ての臨時便を首都圏～近畿圏に就航させた場合の新幹線の代替輸送率は 22%。

代替輸送
率

新幹線旅客
(年間千人)

航空旅客
(年間千人)

6％41,747
既存路線の空席相当

2,496

22％41,747

上記空席相当＋臨時
便（東日本大震災の実
績値） 9,285

首都圏ー近畿圏臨時便の代替率（想定）

増便数路 線

8便東京／成田ー花巻

18便東京／成田ー山形

10便東京／成田ー福島

4便西日本方面ー花巻

12便西日本方面ー山形

8便西日本方面ー福島

2便青森･三沢･秋田

62便合計

新幹線の代替輸送 【試算】
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臨時便（１日当たり）



令和6年8月8日に発表された臨時情報 16

南海トラフ地震臨時情報の概要



消防庁舎・車庫（以下「消防庁舎等」という。）については、浸水により消防車両が一定期間使用できなくなることが考えられ
るため、津波の発生が判明した時点で到着時刻が明らかな場合は避難することで対応してきた。

令和６年４月3日の台湾での地震により、那覇空港で津波警報が発令され旅客や職員が建物の上階に避難した際、消防関
係の職員は、消防車両と自らの生命を守るため、自衛隊側の高台まで職員が車両を運転し避難した。
定期民間航空機や自衛隊輸送機等の安全な運航を確保するためには、航空機事故に備えて消火救難機能を維持する

ことが必要であり、この機能を保全し、災害時においても十分な機能を確保するためである。

職員の対応は、「自らの生命を守る行動」と「車両を守る職務」の双方に対応したもので有る。津波警報中の職員の避難は当
然最優先すべき行動であり、消防庁舎等や消防車両の浸水対策を進める必要がある。

消防庁舎・車庫の浸水対策について

消防車両等避難経路台湾付近の地震に対して発表した津波警報

那覇空港 17



写真出典 ：国土交通省 国土技術政策総合研究所「東日本大震災調査報告会」

転倒・移動

≪津波による建築物の被害事例≫

全面的な内外装の破損・流失 壁の破壊

空港無線施設等の電源設備等の浸水対策

高潮・津波・豪雨等による電源設備等への浸水を防止するため、空港無線施設等への止水扉設
置等による浸水対策を進めてきたところ。
これら浸水対策を実施した施設のうち、津波等に伴い建物の外壁等が水圧(波圧等)に耐えられ
ないことが確認された施設については、設備の更新等に合わせて抜本的な対策（※）を講ずる。
（※）抜本的な対策（検討プロセス）

・既存施設の有効活用の観点からも、まず改修（構造補強等）による浸水対策を検討
・合理的な改修計画が立案できない場合は、建替え等を検討
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